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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

  我が国の自殺対策は、平成１８年に自殺対策基本法が制定されて以降、大

きく前進しました。それまで「個人の問題」とされてきた自殺が「社会問題」

として広く認識されるようになり、国を挙げて自殺対策を総合的に推進した

結果、自殺者数の年次推移は減少傾向にあるなど、着実に成果を上げていま

す。しかし、我が国の自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺による死亡者

数）は、主要先進７か国の中で最も高く、自殺者数の累計は毎年２万人を超

える状況にあるなど、非常事態はいまだ続いていると言わざるを得ません。 

  そうした中、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指して

自殺対策を更に総合的かつ効果的に推進するため、施行から１０年の節目に

当たる平成２８年に、自殺対策基本法が改正されました。自殺対策が「生き

ることの包括的な支援」として実施されるべきこと等を基本理念に明記する

とともに、自殺対策の地域間格差を解消し、誰もが「生きることの包括的な

支援」としての自殺対策に関する必要な支援を受けられるよう、全ての都道

府県及び市町村が自殺対策計画を策定することとされました。 

  熊谷市では、平成２６年に、関係部署からなる「熊谷市自殺予防対策・庁

内連絡会議」を設置し、市の各部署が所管する自殺予防対策事業について連

携・協力し、効果的な取組を実践することを目標としてきました。その後、

平成２８年の自殺対策基本法の改正を踏まえ、「熊谷市第３次健康増進計画」

に「熊谷市自殺対策計画」を盛り込み、引き続き、自殺者の実態把握、自殺

者の減少に向けた普及啓発、相談支援の充実を図るとともに、自殺予防対策

を総合的に進めるために、関係団体や関係機関と連携し、平成２９年に、「熊

谷市自殺予防対策連絡協議会」を設置するなど、積極的に自殺対策に関する

事業を進めてきました。 

 本計画は、自殺対策基本法の趣旨や平成２９年７月に閣議決定された自殺

総合対策大綱に基づき、熊谷市における自殺に関する情報収集や現状分析に

より、地域の課題を抽出するとともに、熊谷市の自殺の実態と特性に即した

きめ細やかな対策に取り組むことを通じて、市民一人一人がかけがえのない

命の大切さを考え、共に支え合う地域社会の実現のため、自殺対策を総合的

に推進する計画として策定するものです。 
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自殺対策に係る国・県・熊谷市の経緯 

 

平
成
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熊
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２ 計画の位置づけ 

  本計画は、自殺対策基本法第１３条第２項の規定により、熊谷市における

実情を勘案して定める自殺対策についての計画です。また、「第２次熊谷市総

合振興計画」の政策２「健康で安全・安心に暮らせるまちづくり」を実現す

るための部門計画として位置づけられ、「熊谷市第３次健康増進計画」等の健

康・福祉・教育に関する計画、自殺総合対策大綱及び埼玉県自殺対策計画と

の整合を図りながら策定するものです。 

計画の位置づけ 

  

熊谷市教育振興基本計画 

熊谷市地域福祉計画 

熊谷市第３次健康増進計画 

熊谷市子ども・子育て支援事業計画 

熊谷市障害福祉計画・熊谷市障害児福祉計画 熊谷市障がい者計画 

熊谷市高齢社会対策基本計画 

自殺対策基本法 

 

第
２
次
熊
谷
市
総
合
振
興
計
画 

 

 

自殺総合 

対策大綱 

埼玉県 

自殺対策 
計画 

熊谷市自殺対策計画 

 

（国） （熊谷市） 

（健康・福祉・教育関連計画） 

（県） 

○自殺対策基本法制定 

○自殺総合対策大綱（閣議決定） 

○自殺総合対策大綱（閣議決定） 

○自殺対策基本法一部改正 

○自殺総合対策大綱（閣議決定） 

○埼玉県自殺対策推進ガイドライン 

○埼玉県自殺対策推進ガイドライン改正 

 埼玉県自殺対策計画 

 
(平成 30～32年度） 

 

 
(平成 31～33年度） 

 

熊谷市自殺対策計画 

 

くまがや男女共同参画推進プラン 
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３ 計画の期間 

  計画の期間は、平成３１年度から３３年度までの３年間です。 
 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

     

     

 

なお、法制度等の改正があった場合には、必要に応じて見直し等を行いま

す。 

 

 

※年度表記について 

  天皇の退位等に関する皇室典範特例法及び同法の施行期日を定める政令に

より、平成３１年５月１日に改元されることが決まりました。 

  本計画では、「平成」と表記していますが、改元後については、次のとおり

読み替えます。 
 

西 暦 2019 年 2020 年 2021 年 

平 成 平成 31 年 平成 32 年 平成 33 年 

新元号 元年（＊） 2 年 3 年 
 

（＊2019年は 4月 30日まで平成、5月 1日以降は新元号） 

  

熊谷市自殺対策計画 

熊谷市第３次健康増進計画 
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第２章 熊谷市の自殺の現状 

１ 統計でみる熊谷市の現状 

  本計画における統計は、警察庁から提供を受けた自殺データに基づき厚生

労働省が作成した「地域における自殺の基礎資料」の数値を用い、「自殺日」

と「居住地」を基準としています。 

⑴ 自殺者数の推移 

   熊谷市の自殺者数は、平成２２年の６０人をピークに、翌年３７人に減

少したあと、小刻みに増加し、２７年以降は３０人代で推移しています。

なお、平成２５年から２９年までの５年間の自殺者数の累計は、１９１人

となっています。 

図１ 自殺者数の推移 

 

 

性別の割合について、平成２５年から２９年までの５年間の累計を全国、

埼玉県と比較してみると、熊谷市は男性の割合が６９.６％と、全国の

６８.９％、埼玉県の６７.７％をわずかに上回りますが、ほぼ同じ割合とな

っています。男性は女性の２倍以上の割合を占めています。 
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 図２ 男女別割合の比較（平成２５～２９年の５年間の累計） 

 

 

⑵ 自殺死亡率の推移 

   熊谷市の人口１０万人当たりの自殺者数を示す自殺死亡率は、平成２２

年の２９.７をピークに平成２３年には一度減少しましたが、その後平成

２４年から２６年までは増加傾向をたどりました。平成２７年には再び減

少し、ここ数年は横ばいで推移しています。全国と埼玉県は、ほぼ同じよ

うに減少していますが、熊谷市は若干増減があります。 

図３ 自殺死亡率の推移（全国、埼玉県との比較） 
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⑶ 年代別自殺者数 

   平成２５年から２９年までの５年間の自殺者数の累計を年代別に見ると、

４０・５０歳代と７０歳代が多く、男性は４０・５０歳代の働き盛りが、

女性は７０歳代が多くなっています。 

 

 図４ 年代別自殺者数（平成２５年～２９年の５年間の累計） 

 

 

 

  平成２５年から２９年までの５年間の年代別自殺者の割合（全国との比較）

では、２０歳代、４０歳代、５０歳代、７０歳代では熊谷市の方が上回り、

６０歳代では大きく下回っています。 
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 図５ 年代別自殺者の割合 （平成２５年～２９年の５年間の累計） 

 

 

 

⑷ 性・年代別の自殺死亡率 

   熊谷市の自殺死亡率は、全国と比較すると、男性では８０歳以上で、女

性では７０歳代で約１.５倍と高い数値です。 

 

 図６ 男性の年代別自殺死亡率（平成２５年～２９年の５年間の累計） 
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 図７ 女性の年代別自殺死亡率（平成２５年～２９年の５年間の累計） 

 

 

⑸ 原因・動機別自殺者数 

  様々な原因がある中で、健康問題を理由とした自殺者数が突出し、全体の

約６３％を占め、経済・生活問題が次に続いています。 

図８ 原因・動機別自殺者数（平成２５年～２９年の５年間の累計） 
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⑹ 自殺者の特徴 

   平成２４年から２８年までの５年間の累計で自殺者数をみると、ほとん

どの年代で、男女とも、独居より同居の方が多くなっています。また、職

の有無では、無職者の方が多くなっています。自殺死亡率で見ると、本市

は全国とほぼ同じような傾向であることがわかります。 

 

図９ 同居と独居、有職と無職による年代別自殺者数と自殺死亡率 

（平成２４年～２８年の５年間の累計） 
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⑺ 職業別自殺者数 

   熊谷市の平成２５年から２９年までの５年間における職業別自殺者数は、

被雇用・勤め人が最も多く５０人、次いで年金・雇用保険等生活者４９人、

その他の無職者４６人と続きます。性別で見ると、男性では被雇用・勤め

人が４１人、女性では年金・雇用保険等生活者が１９人と最も多くなって

います。 

図 10 職業別自殺者数（平成２５年～２９年の５年間の累計） 

 

 

 

⑻ ライフステージ別死因 

   熊谷市の平成２４年から２８年までの５年間の累計のライフステージ別

の死因において、青年期、壮年期では自殺が第１位となっています。少年

期、中年期では自殺が第４位となっています。 
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表１ ライフステージ別死因上位４位（平成２４年～２８年） 

 幼年期 少年期 青年期 壮年期 中年期 高齢期 
総数 

(0～4歳) (5～14歳) (15～24歳) (25～44歳) (45～64歳) (65歳以上) 

第１位 

先天奇形，

変形及び染

色体異常 

不慮の事故 自殺 自殺 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 

40.0% 28.6% 39.3% 32.8% 40.4% 26.9% 28.0% 

第２位 

周産期に発

生した病態 

他殺 不慮の事故 悪性新生物 心疾患（高

血圧性を除

く。） 

心疾患（高

血圧性を除

く。） 

心疾患（高

血圧性を除

く。） 

12.0% 28.6% 21.4% 19.4% 15.7% 17.4% 17.1% 

第３位 

心疾患（高

血圧性を除

く。） 

悪性新生物 その他の新

生物 

心疾患（高

血圧性を除

く。） 

脳血管疾患 肺炎 肺炎 

8.0% 14.3% 7.1% 12.2% 8.9% 11.8% 10.7% 

第４位 

その他の新

生物 

自殺 心疾患（高

血圧性を除

く。） 

不慮の事故 自殺 脳血管疾患 脳血管疾患 

4.0% 14.3% 7.1% 8.9% 6.7% 9.3% 9.1% 

資料：埼玉県 地域の現状と健康指標（人口動態統計） 

※死亡割合が同率の場合は、死因簡単分類のコード番号順に掲載。 

⑼ 自殺の特徴と危機経路事例 

   厚生労働省による地域自殺実態プロファイルでは、熊谷市の自殺の特徴

について、性・年代等の特性と背景にある主な自殺の危機経路について紹

介しています。なお、順位は自殺者数の多い順となっています。 

表２ 熊谷市の主な自殺の特徴（自殺日・住居地、H24～28の５年間の累計） 

上位５区分 
自殺者数 

5年計 
割合 

自殺率 

(10万対) 
背景にある主な自殺の危機経路※ 

1位:男性 60歳以上無職同居 29 14.4% 37.4 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲

れ）＋身体疾患→自殺 

2位:男性 40～59歳有職同居 25 12.4% 23.2 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩

み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

3位:女性 60歳以上無職同居 19 9.4% 15.3 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

4位:男性 20～39歳無職同居 17 8.4% 91.4 

①【30代その他無職】ひきこもり＋家

族間の不和→孤立→自殺 

②【20代学生】就職失敗→将来悲観→

うつ状態→自殺 

5位:男性 40～59歳無職独居 11 5.4% 356.3 失業→生活苦→借金→うつ状態→自殺 

資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

※参考「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク） 
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下記は、ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンクが行った「自殺実態

１０００人調査」から見えてきた「自殺の危機経路（自殺に至るプロセス）」で

す。 

 

 

 

   

丸の大きさは要因の発生頻度を表しています。丸が大きいほど、その要因

が抱えられていた頻度が高いということです。また、矢印の太さは、要因と

要因の連鎖の因果関係の強さを表しています。矢印が太いほど、因果関係が

強いということを示しています。 

  自殺の直接的な要因としては「うつ状態（精神疾患）」の円が最も大きくな

っていますが、うつ状態になるまでには複数の要因が存在し、連鎖していま

す。自殺で亡くなった人は平均４つの要因を抱えていたことが分かっていま

す。 

図１１ 自殺の危機経路 

 

資料：ＮＰＯ法人ライフリンク「自殺実態１０００人調査」 
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第３章 基本的な考え方 

１ 自殺対策の基本認識 

  自殺総合対策大綱では、自殺に対する基本認識が明らかにされています。 

  熊谷市における自殺対策については、自殺総合対策大綱や埼玉県自殺対策

計画を踏まえ、次に掲げる基本認識に基づいて取り組みます。 

 ⑴ 自殺は誰にでも起こり得る身近な問題である。 

   多くの人は、自分は自殺と関係がないと考えがちですが、実際は自分の

家族、友人など周りの人が当事者になる可能性があります。自殺対策を進

める上で、市民一人一人が、自殺は誰にも起こりうる身近な問題であるこ

とを認識する必要があります。 

 ⑵ 自殺はその多くが追い込まれた末の死である。 

   自殺は、病気の悩み等の健康問題のほか、倒産、失業、多重債務等の経

済・生活問題、介護・看護疲れ等の家庭問題等、様々な要因が複雑に関係

しています。自殺は個人の意志や選択の結果ではなく、その多くが様々な

悩みにより心理的に「追い込まれた末の死」であるということを認識する

必要があります。 

 ⑶ 自殺はその多くが防ぐことができる社会的な問題である。 

   世界保健機関（ＷＨＯ）が、「自殺は、その多くが防ぐことのできる社会

的な問題である。」と明言しているように、自殺は社会の努力で避けること

のできる死であるということが、世界の共通認識となっています。失業、

倒産、多重債務、長時間労働等の様々な要因については、社会の適切な介

入により、また、自殺に至る前のうつ病等の精神疾患に対する適切な治療

により、多くの自殺は防ぐことができるということを認識する必要があり

ます。 

 ⑷ 自殺を考えている人は、何らかのサインを発していることが多い。 

   「死にたい。」と考えている人は、心の中では「生きたい。」という気持

ちとの間で激しく揺れ動いており、不眠、原因不明の体調不良、自殺をほ

のめかす言動等、自殺の危険を示すサイン（予兆）を発している場合が多

いとされています。自殺のサインに気づき自殺予防につなげていくことが

必要です。 
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２ 基本理念 

熊谷市の自殺対策における基本理念は、次のとおりとします。 

 

 「誰も自殺に追い込まれることのない、 

共に支え合う社会の実現を目指す。」 

 

３ 基本方針 

  基本理念を実現するために、自殺に対する基本認識を踏まえ、次の基本方

針に基づいた総合的な自殺対策に取り組みます。 

⑴ 生きることの包括的な支援 

  個人においても地域においても、自己肯定感、信頼できる人間関係、危

機回避能力等の「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、

失業、多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」

が上回ったときに自殺リスクが高まります。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、

「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺

リスクを低下させる方向で推進する必要があります。自殺防止や遺族支援

といった狭義の自殺対策だけでなく、「生きる支援」に関する地域のあらゆ

る取組を総動員して、まさに「生きることの包括的な支援」として推進す

ることが重要です。 

⑵ 関連分野の有機的な連携 

  自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自

殺を防ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を

含む包括的な取組が重要です。また、このような包括的な取組を実施する

ためには、様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要がありま

す。 

自殺の要因となり得る生活困窮、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、

性的マイノリティ等、関連の分野においても同様の連携の取組が展開され

ています。連携の効果を更に高めるため、そうした様々な分野の生きる支

援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有

することが重要です。 
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⑶ 市民一人一人の理解と気づき 

   自殺に追い込まれるという危機は、誰にでも起こり得るものですが、危

機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があります。そうした心

情や背景への理解を深めることも含め、危機に陥った場合には誰かに援助

を求めることが適切であるということが、地域全体の共通認識となるよう

に積極的に普及啓発を行うことが重要です。 

全ての市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに

早く気づき、関係機関や専門家等につなぎ、その助言等を受けながら見守

っていけるよう、広報活動、教育活動等に取り組んでいくことが必要です。 

 

４ 計画の数値目標 

⑴ 自殺死亡率抑制の目標 

自殺総合対策大綱における国の数値目標は、平成３８年に公表される

平成３７年の自殺死亡率を平成２７年の１８.５（人）と比べて、３０％以

上減少し、１３.０（人）以下にすることを目標としています。また、埼玉

県では自殺対策計画最終年である平成３２年までに自殺死亡率を平成２７

年比１３.３％減となる１５.６（人）を目標としています。 

   熊谷市は、国、県の目標値を踏まえ、本市計画最終年である平成３３年

までに（平成３２年の）自殺死亡率を平成２７年と比べて１６.６％減とな

る１４.１（人）を目標とし、誰も自殺に追い込まれることのない、一人一

人が「命」を大切にし、共に支え合う社会の実現を目指します。 

 

熊谷市の数値目標 

  本計画 
（参考 次期以降計画） 

  平成 31～33年度 

基準年 平成２７年 平成３２年 （平成３７年） 

自殺死亡率 16.9（人） 14.1（人） (11.8（人）) 

対２７年比 100％ 83.4％ (70.0％) 

※自殺死亡率は、厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」を基に算出 
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参考：国の達成目標 

  自殺総合対策大綱 

  平成 29～34年、平成 34～39年 

基準年 平成２７年  平成３７年 

自殺死亡率 18.5（人）  13.0（人） 

対２７年比 100％  70.0％ 

※自殺死亡率は、厚生労働省「人口動態統計」を基に算出 

 

参考：埼玉県の達成目標 

  埼玉県自殺対策計画 （参考） （参考） 

  平成 30～32年度 (平成 33～35年度) (平成 36～38年度) 

基準年 平成２７年 平成３１年 (平成３４年) (平成３７年) 

自殺死亡率 18.0（人） 15.6（人） (14.0（人）) (12.6（人）) 

対２７年比 100％ 86.7％ (77.9％) (70.0％) 

※自殺死亡率は、厚生労働省「人口動態統計」を基に算出 

 

⑵ 施策の実施率の目標 

   第４章以降にある各施策の実施率にも目標を設定し、計画期間の３年間

で施策１００％実施を目指します。 

 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

継続施策 １００％ １００％ １００％ 

新規施策 ６０％以上 ８０％以上 １００％ 

 ※ 実施率の算定については、計画期間中に廃止となった事業は除きます。 

 

５ 施策の体系 

本市の自殺対策は、国が定める地域自殺対策政策パッケージにおいて、す

べての市町村が共通して取り組むべきとされている５つの「基本施策」と、

本市における自殺の現状を踏まえてまとめた３つの「重点施策」で構成され

ています。 

⑴ 基本施策 

自殺総合対策大綱に基づいて、地域で自殺対策を推進するに当たり、欠
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かすことのできない基盤的な取組として定められています。 

⑵ 重点施策 

本市における現状を踏まえて、「高齢者」、「生活困窮者」、「小規模事業所

の労働者及び経営者」に焦点を絞った取組です。 
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第４章 基本施策 

１ 地域におけるネットワークの強化 

【課 題】 

 自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場の

在り方の変化など様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況、生死観などが

複雑に関係しています。自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きら

れるようにして自殺を防ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経

済的な視点を含む包括的な取組が重要であり、様々な分野の施策、人々や組織

が密接に連携する必要があります。 

【対 応】 

 既存の各種連絡会議を活用し、関連機関と連携して、総合的かつ効果的に自

殺対策を推進していきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

熊谷市自殺予

防対策連絡協

議会 

熊谷市自殺予防対策連絡協議会にお

いて、自殺に関する情報の収集や自

殺予防対策に関する関係機関・団

体・関係課との連携を強化します。 

継続 熊谷保健 

センター 

ＤＶ対策庁内

連絡会議 

一体的なＤＶ被害者への支援を行う

ため、関係課のネットワークの構築

を図ります。 

継続 男女共同参

画室 

産後うつ病地

域連携システ

ム 

産後うつ病地域連携システムを活用

し、医師会の産婦人科医会及び精神

科医会と連携して、産後のうつ病を

早期に発見し、フォローすることに

より、産後の母親の孤立を防ぎます。 

継続 母子健康 

センター 

子育て世代包

括支援センタ

ーを中心とし

た子育て支援

ネットワーク 

子育て世代包括支援センターを中心

として、１９か所の地域子育て支援

拠点等や関係機関との連携を強化

し、自殺のリスクを抱えた妊産婦や

保護者の早期発見を図り、支援につ

なげます。 

継続 母子健康 

センター・

こども課 
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地域ケア会議 市と地域包括支援センターが連携・

協働し、地域ケア会議の円滑な実施

に向けた環境を整備します。 

 

継続 長寿いきが

い課 

見守りネット

ワーク 

生活関連業者と連携し、業務中に訪

問した世帯の異変を発見した場合

は、行政窓口に連絡してもらいます。 

継続 生活福祉課 

要保護児童対

策地域協議会 

児童虐待防止のため、関係機関のネ

ットワーク体制強化を図ります。 

 

継続 こども課 

熊谷市いじめ

問題対策連絡

協議会 

いじめの防止、早期発見及いじめへ

の対処に関係する機関及び団体との

連携を図るため、必要事項を協議す

るとともに、当該機関及び団体相互

の連携調整を図ります。 

継続 学校教育課 

 

２ 自殺対策を支える人材の育成 

【課 題】 

 様々な悩みや生活上の困難を抱える人に対しての早期の「気づき」が重要で

あり、誰もが早期の「気づき」に対応できるよう、保健、医療、福祉、教育、

労働その他の関連部署の職員や市民に対して、必要な研修の機会の確保を図る

必要があります。 

【対 応】 

 ゲートキーパー養成講座を中心に研修会を開催し、様々な職種に携わる者が

早期の「気づき」に対応できるよう、意識の向上に努めます。 

⑴  様々な職種を対象とする研修 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

市職員を対象

としたゲート

キーパー養成

講座 

市職員を対象とした自殺予防ゲート

キーパー養成講座を実施し、自殺予

防に対する意識を高め、全庁的な連

携を図ります。 

継続 熊谷保健 

センター 
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民生委員・児童

委員に対する

研修 

民生委員・児童委員が自殺予防に対

する意識を高め、必要に応じ適切な

相談機関につなぐことができるよう

に研修を実施します。 

継続 熊谷保健 

センター 

子育て世代包

括支援センタ

ー等職員に対

する研修 

子育て世代包括支援センター等職員

に自殺対策への認識を高めてもらう

ため、自殺対策に関するリーフレッ

トの内容理解と、市民への啓発と周

知を図っていきます。 

新規 母子健康 

センター・

こども課 

地域包括支援

センター職員

に対するゲー

トキーパー養

成講座 

地域包括支援センター職員に対する

ゲートキーパー養成講座の受講勧奨

に努めます。 

継続 長寿いきが

い課 

 

保育士、放課後

ケアワーカー

への啓発 

公立保育所の保育士及び放課後ケア

ワーカーに自殺対策への認識を高め

てもらうため、リーフレットの配布

を行います。 

新規 保育課 

  

⑵ 一般住民を対象とする研修 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

市民を対象とし

たゲートキーパ

ー養成講座 

市民を対象としたゲートキーパー養

成講座を実施します。 

新規 熊谷保健 

センター 

  

⑶ 学校教育・社会教育に関わる人への研修 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

学校教職員を

対象としたゲ

ートキーパー

養成講座 

学校教職員を対象としたゲートキー

パー養成講座を実施します。 

新規 教育研究所 
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教育相談指導

員を対象とし

たゲートキー

パー養成講座 

教育相談指導員を対象としたゲート

キーパー養成講座を実施します。 

新規 教育研究所 

 

３ 市民への啓発と周知 

【課 題】 

  自殺に追い込まれるという危機は、誰にも起こり得るものですが、危機に

陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があります。そうした心情や背

景への理解を深めることも含め、危機に陥った場合には誰かに援助を求める

ことが適切であるということが、社会全体の共通認識となるように、積極的

に普及啓発を行う必要があります。また、自殺に対する誤った認識や偏見を

払拭するとともに、自分の周りにいるかもしれない自殺を考えている人の存

在に気づき、思いに寄り添い、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家に

つなぎ、見守っていくという自殺対策における市民一人一人の役割等につい

ての意識が共有されるよう、教育活動、広報活動等を通じた啓発事業を展開

することが求められます。 

 【対 応】 

⑴ リーフレットの作成と活用 

リーフレット等の作成・配布を通じて、自殺予防の啓発・普及を図って

いきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

啓発リーフレ

ッ ト 等 の 作

成・配布 

啓発リーフレットを作成し、関係各

課等の窓口に配布します。 

新規 

 

熊谷保健 

センター 

人権セミナー 人権セミナーの参加者に自殺対策に

関するチラシを配布します。 

 

新規 人権政策課 

防犯・交通安全

街頭啓発キャ

ンペーン 

防犯・交通安全の街頭啓発キャンペ

ーン時に自殺対策に関するチラシを

配布します。 

新規 

 

安心安全課 
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ＤＶ相談室へ

の啓発リーフ

レットの設置 

ＤＶ被害者向けに、相談窓口の一覧

表を掲載したリーフレットを設置し

ます。 

新規 男女共同参

画室 

男女共同参画

に関するセミ

ナー 

男女共同参画に関するセミナーの参

加者に、自殺対策に関するチラシを

配布します。 

新規 男女共同参

画室 

医療関係者向

けの広報・意識

啓発 

ＤＶ被害の早期発見に向けて、医療

関係者向けの広報・意識啓発を推進

します。 

新規 男女共同参

画室 

子育て世代包

括支援センタ

ー等への啓発

リーフレット

の設置 

子育て世代包括支援センター等への

来所者向けに、自殺対策に関するチ

ラシやリーフレットを設置します。 

新規 母子健康 

センター・

こども課 

障害福祉会館

への啓発リー

フレットの設

置 

障害福祉会館の来館者向けに、相談

窓口の一覧表を掲載したリーフレッ

トを設置します。 

新規 障害福祉課 

図書館への啓

発リーフレッ

トの設置 

様々な悩みを抱えて来館される方に

向けて、図書館に自殺対策関連のリ

ーフレットを設置します。 

新規 熊谷図書館 

 ⑵ 市民向け講座等の開催 

 講演会や講座を開催し、自殺予防の啓発・普及を図っていきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

自殺予防に関

する講演会の

開催 

講演会を開催し、市民に自殺予防に

関する啓発を行います。 

新規 熊谷保健 

センター 

市政宅配講座

「こころの健

康～うつ病予

防」 

市政宅配講座「こころの健康～うつ

病予防」を実施します。 

継続 熊谷保健 

センター 
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人権研修 公民館、各種団体、企業等において

人権問題研修会を開催し、人権教育

の推進を図っていきます。 

継続 社会教育課 

  

⑶ メディアを活用した啓発 

   活用できるメディアを利用し、自殺予防の啓発・普及を図っていきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

ホームページ

を活用した啓

発 

自殺予防週間（９月）、自殺対策強化

月間（３月）に、ホームページを活

用し自殺予防の知識について啓発に

努めます。 

継続 熊谷保健 

センター 

コミュニティ

ビジョンを活

用した啓発 

自殺予防週間（９月）、自殺対策強化

月間（３月）に、コミュニティビジ

ョンを活用し自殺予防の知識につい

て啓発に努めます。 

継続 熊谷保健 

センター 

市報を活用し

た啓発 

市報を活用し自殺予防週間（９月）

の周知に努めます。 

継続 熊谷保健 

センター 

こころの体温

計 

市民がメンタルチェックシステム

「こころの体温計」を利用するよう

に普及啓発に努めます。 

継続 熊谷保健 

センター 

 

４ 生きることの促進要因への支援 

 【課 題】 

  個人においても社会においても、「生きることの促進要因（自殺に対する保

護要因）」より「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったと

きに自殺リスクが高くなります。裏を返せば、「生きることの阻害要因」とな

る失業や多重債務、生活苦等を同じように抱えていても、全ての人や社会の

自殺リスクが同様に高まるわけではありません。「生きることの促進要因」と

なる自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等と比較して、阻害要

因が下回れば自殺リスクは高まりません。 

  そのため、「生きることの阻害要因」を減らす取組に加え、「生きることの
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促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させ

る方向で、生きることの包括的な支援として推進する必要があります。 

 

 【対 応】 

 ⑴ 自殺リスクを抱える可能性のある方への支援 

   自殺リスクを抱える方を最初に発見した部署から相談窓口につなぐ体制

を整えるとともに、相談等の充実を図ります。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

生活相談 生活相談において、必要に応じ、適

切な支援先につなぎます。 

継続 人権政策課 

人権相談 人権相談において、必要に応じ、適

切な支援先につなぎます。 

継続 人権政策課 

性の尊重につ

いての理解促

進 

ＬＧＢＴなど、性の多様性を尊重し

た啓発活動を実施します。 

継続 人権政策課 

納税相談 納税が困難な市民の相談対応の際、

必要に応じ、適切な支援先につなぎ

ます。 

継続 納税課 

市民相談室 市民相談において、必要に応じ、適

切な支援先につなぎます。 

継続 市民活動推

進課 

消費生活セン

ター 

消費生活相談において、必要に応

じ、適切な支援先につなぎます。 

継続 市民活動推

進課 

総合窓口への

リーフレット

の設置 

市民課の来庁者向けに自殺対策関

連のリーフレットを設置します。 

新規 市民課 

国民年金保険

料免除相談 

国民年金の保険料免除相談時に、必

要に応じ、適切な支援先につなぎま

す。 

継続 保険年金課 

後期高齢者医

療保険料の納

付相談 

後期高齢者医療保険料納付相談対

応の際、必要に応じ、適切な相談窓

口につなげます。 

継続 保険年金課 
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ＤＶ相談 ＤＶに関する面接相談、電話相談、

専門相談を充実します。 

継続 男女共同参

画室 

健康増進計画 健康増進計画と自殺対策計画の連

動性を高めていきます。 

継続 健康づくり

課 

健康サポート

薬局 

健康サポート薬局との連携により、

過量服薬等の問題行動が見られる

など、自殺リスクの高い方を発見し

た場合、必要な助言や適切な支援へ

つなぐ等の対応を行います。 

継続 健康づくり

課 

各種健康教室 各種健康教室の機会を利用し、必要

に応じて、適切な支援先につなぎま

す。 

継続 熊谷保健 

センター 

こころの健康

相談 

市民対象のこころの健康問題に対

して必要な指導・助言を行います。 

継続 熊谷保健 

センター 

社会復帰支援 精神障害者とその家族に対し、関係

機関と連携し、当事者や家族を継続

的に支援していきます。 

継続 熊谷保健 

センター 

子育て世代包

括支援センタ

ー 

母子保健コーディネーター及び子

育て支援コーディネーターを配置

し、妊娠届を受理し、母子手帳を交

付するとともに、妊娠中、出産後、

産後の生活について相談を受け、必

要に応じて、適切な支援先につなぎ

ます。 

継続 母子健康 

センター・

こども課 

こんにちは赤

ちゃん事業 

訪問指導に際し、乳幼児を抱えた母

親の異変や困難に気づき、必要に応

じ、適切な支援先につなげます。 

継続 母子健康 

センター 

育児相談 乳幼児の発達相談に関して相談に

応じ、母親の負担や不安感の軽減に

寄与し、必要に応じ、適切な支援先

につなげます。 

継続 母子健康 

センター 
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産後ケア事業 産後３か月未満の母親とその子で、

心身の不調や育児の不安があり、家

事・育児支援を十分に受けられない

方を対象に、必要に応じて、宿泊又

は通所により心身のケア及び育児

サポートを実施します。 

継続 母子健康 

センター 

乳幼児健診未

受診者訪問指

導 

乳幼児健診の未受診者に対し、養育

状況、発育発達の把握、不安などに

関する相談、指導を行うとともに、

関係機関と情報を共有します。 

継続 母子健康 

センター 

民生委員・児童

委員による地

域の相談・支援

の実施 

地域で困難を抱えている人を早期

に発見し、相談に応じ、必要に応じ

て、適切な相談窓口につなげます。 

継続 生活福祉課 

保護司との連

携 

保護司が面談を行うにあたって、必

要に応じて、適切な相談窓口につな

ぎます。 

継続 生活福祉課 

地域福祉計画 地域福祉計画策定に際して、自殺対

策事業との連携可能な部分の検討

を進めることにより、両事業の更な

る連携を図ります。 

新規 生活福祉課 

・熊谷保健

センター 

配食サービス 配食サービスを実施し、食事の提供

機会を活用して高齢者の安否確認

を行います。 

継続 長寿いきが

い課 

地域包括支援

センター 

地域包括支援センターは高齢者の

諸問題に対し、支援していきます。 

継続 長寿いきが

い課・大里

広域市町村

圏組合 

要介護認定の

手続 

要介護認定の手続で、家族や当人が

抱える様々な問題を察知し、生きる

ことの包括的な支援につなげます。 

継続 長寿いきが

い課 
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基本チエック

リストの活用 

６５歳以上の元気な高齢者が基本

チェックリストを利用し、早期に介

護予防事業につながるように、制度

の周知を図るとともに関係機関と

連携しながら支援していきます。 

継続 長寿いきが

い課 

障がい者計画 障がい者計画策定に際して、障害福

祉事業と自殺対策事業との連携可

能な部分の検討を進めることによ

り、両事業の更なる連携を図りま

す。 

 

新規 障害福祉課 

・熊谷保健

センター 

特別児童扶養

手当、特別障害

者手当、障害児

福祉手当の支

給 

特別児童扶養手当、特別障害者手当

及び障害児福祉手当における現況

届の提出に際して、当事者や家族等

と対面する機会を活用し、問題の早

期発見・早期対応を図ります。 

 

継続 障害福祉課 

障害者及び障

害児への障害

福祉サービス

の提供 

障害福祉サービス提供時の聞取調

査における当事者や家族との対面

の機会を活用して、問題の早期発

見・早期対応を図ります。 

継続 障害福祉課 

障害児の保護

者への対応 

障害児を抱えた保護者への相談支

援を提供し、保護者に過度な負担が

掛かることを防ぎます。 

継続 障害福祉課 

障害者虐待に

関する通報・相

談窓口の設置 

障害者虐待に関する通報・相談窓口

を設置し、虐待に関する相談に応

じ、必要に応じて、適切な支援先に

つなぎます。 

継続 障害福祉課 

児童虐待防止

対策 

児童虐待防止対策を充実し、保護者

への支援を通じて問題の深刻化を

防ぎます。 

継続 こども課 
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ファミリー・サ

ポート・センタ

ーの運営 

社会福祉協議会に委託しているフ

ァミリー・サポート・センターの運

営を通して、子育てに関する悩みや

自殺リスクを把握し、必要に応じ

て、適切な相談窓口につなぎます。 

 

継続 こども課 

児童扶養手当

の支給 

児童扶養手当の支給を、自殺リスク

を抱えている可能性がある保護者

を早期に発見する機会とし、必要に

応じて、適切な相談窓口につなぎま

す。 

継続 こども課 

ひとり親家庭

に対する医療

費の助成 

貧困に陥りやすくまた孤立しがち

であるひとり親家庭に対する医療

費の助成を、自殺リスクを抱えてい

る可能性がある保護者を早期発見

する機会とし、必要に応じて、適切

な相談窓口につなぎます。 

 

継続 こども課 

保育料収納 保育料の収納担当者が、生きるため

の支援を必要とする保護者を発見し

た場合は、適切な支援先につなぎま

す。 

継続 保育課 

水道料金の納

付相談 

水道料金の納付が困難な市民の相

談対応の際、必要に応じ、適切な支

援先につなぎます。 

 

継続 営業課 

就学援助 経済的理由により就学困難な児童

生徒に対し、就学費用の一部を援助

するとともに、困難を抱えている保

護者に対して、相談窓口一覧等のリ

ーフレットを配布します。 

継続 教育総務課 
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熊谷市育英資

金制度・入学準

備金制度 

経済的理由により、高等学校や大学

への就学が困難な方を対象に、奨学

金の貸付を行うとともに、困難を抱

えている保護者等に対して、相談窓

口等のリーフレットを配布します。 

継続 教育総務課 

道徳教育の充

実 

道徳教育の充実により、生命がかけ

がえのないものであることを理解

させ、生命を尊重する児童・生徒を

育成します。 

継続 学校教育課 

家庭教育講座

や子育て支援

講座等の充実 

健全な家庭教育を支援するため、

小・中学校及び未就学児の保護者を

対象に講座を実施します。 

継続 社会教育課 

親の学習講座

の推進 

全中学校において、保護者を対象と

した「親が親として育ち、力を身に

つけるための学習」講座を実施し、

更に教育課程とは別に、希望のある

中学校においては、生徒を対象に

「親になるための学習」講座を実施

します。 

継続 社会教育課 

 

⑵ 自殺未遂者への支援 

関係機関と連携を図り、本人や家族に対し適切な相談支援ができるよう

な体制を検討していきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

自殺未遂者へ

の支援 

自殺念慮や自殺未遂の相談に対し、

関係機関と連携し支援にあたりま

す。 

継続 熊谷保健 

センター 

自殺未遂者へ

の対策に関す

る連携 

自殺未遂者の早期発見、連携方法等

について、医療、救急、行政等の関

係機関と実施可能な取組について検

討します。 

新規 熊谷保健 

センター 



30 

 

 

⑶ 遺族への支援 

   自殺者の親族や周囲の人々は深い悲しみに見舞われます。遺族の心理的

影響を和らげるため、心のケアに関する支援体制の充実を図ります。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

遺族への支援 大切な人を自殺で亡くされた家族や

周囲の人たちに「こころの健康相談」

の窓口について周知するとともに、

支援に関する情報の収集、提供に努

めます。 

新規 熊谷保健 

センター 

 

⑷ 居場所づくり 

  生きる支援を必要とする方の居場所を充実し、社会から孤立しないよう

支援します。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

健康いきいき

サポーター事

業 

市民等が主催する介護予防に資する

事業を、健康いきいきサポーター事

業として周知することにより、高齢

者の健康づくり、社会参加及び居場

所づくりを推進します。 

継続 

 

長寿いきが

い課 

地域子育て支

援拠点での支

援 

地域子育て支援拠点等、保護者が集

い交流できる場を設けることで、孤

独な子育てからくるストレスの軽減

に寄与するとともに、危機的状況に

ある保護者を発見し、自殺予防に係

る早期の対応につなげます。 

継続 こども課 

さくら教室 不登校傾向や長期欠席となっている

児童生徒及び保護者に対し、自立と

学校復帰への支援・相談を行います。 

継続 教育研究所 
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５ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

 【課 題】 

  ライフステージ別死因を見ると、青年期（１５～２４歳）の死因の第１位

は自殺です。学業で親元を離れたり、学業を終え、社会で働き始めた際に、

命や暮らしの危機に直面した若者が、自分の存在に価値を感じられないため

に自殺に追い込まれるといった状況に陥ることが考えられます。困難な事態、

強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付けるとともに、

助けの求め方や相談機関の情報を子どものうちに提供する必要があります。 

 【対 応】 

  リーフレットの配布や相談員の配置を充実することにより、ＳＯＳの出し

方を啓発していきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

児童生徒への

リーフレット

配布 

児童生徒にＳＯＳの出し方や相談窓

口の一覧を掲載したリーフレットを

配布します。 

 

継続 教育研究所 

学校図書館に

リーフレット

を設置 

学校図書館にＳＯＳの出し方や相談

窓口の一覧を掲載したリーフレット

を設置します。 

 

継続 学校教育課 

ほほえみ相談

員の設置 

いじめ・不登校等の問題への早期対

応を図るため、ほほえみ相談員や地

域教育相談員の配置を充実し、必要

な児童生徒に対してＳＯＳの出し方

を指導します。 

継続 学校教育課 

教育相談窓口

の設置 

不登校、いじめ、障害・発達の遅れ

などの電話相談・来所相談をしやす

い環境をつくり、必要な児童生徒に

対してＳＯＳの出し方を指導しま

す。 

継続 教育研究所 
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教育１１０番 「教育１１０番」による電話相談を

実施し、緊急対応が必要な相談を随

時受け付け、児童生徒に対してＳＯ

Ｓの出し方を指導します。 

継続 教育研究所 
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第５章 重点施策 

１ 高齢者への対策 

 【課 題】 

    熊谷市では、男性の年代別自殺死亡率（７ページ図６）を見ると、８０歳

以上が５９．６（人）と全国の４０．５（人）を大きく上回り、女性の年代

別自殺死亡率（８ページ図７）では７０歳代が２４．１（人）と全国の１６．

４（人）を大きく上回っています。原因・動機別自殺者数（８ページ図８）

を見ると自殺の原因・動機については、健康問題が１２２人と多く、また同

居と独居、有職と無職による年代別自殺者数と自殺死亡率（９ページ図９）

を見ると、自殺者数で、無職、同居の高齢者が多くなっています。これらの

ことから、高齢者の自殺の原因は、病気に関する悩みとともに、社会的役割

の喪失や家庭内での孤独感が加わった結果と考えられます。 

  高齢者の自殺を予防するためには、高齢者支援の充実を図るとともに、関

係機関の連携を強化し、高齢者が孤立せずに生きがいをもって住み慣れた地

域で生活できるような地域づくりが必要です。 

【対 応】 

⑴ 高齢者への「生きるための支援」の充実と啓発 

高齢者が地域で安心して生活できるよう、見守り等による支援を行ない

ます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

地域ネットワ

ーク友愛事業 

見守りが必要な６５歳以上の単身

高齢者や障害者の希望者に、民生委

員・児童委員とボランティアが協働

して、安否の確認や生活上の孤立を

解消し、地域の絆を築きます。 

 

継続 社会福祉協

議会 

高齢者等の見

守り 

民生委員・児童委員が単身高齢者や

要援護高齢者宅に訪問し、心配のあ

る高齢者がいた場合は、適切な相談

窓口につなぎます。 

 

継続 長寿いきが

い課 
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あんしんコー

ルの活用 

あんしんコールを利用している高

齢者等の通報状況などから、問題の

早期発見や適切な機関へのつなぎ

等を図ります。 

継続 長寿いきが

い課 

 

高齢者の権利

擁護に関する

相談 

高齢者の権利擁護に関する相談を

通じて、自殺リスクの高い方の早期

発見と対応に努めます。 

 

継続 長寿いきが

い課 

地域の各種団

体の自主活動

支援 

自治会、長寿クラブ、婦人会など地

域の各種団体が行う、地域の高齢者

が安心して暮らしていくことがで

きるための自主的な活動を支援し

ていきます。 

継続 長寿いきが

い課 

⑵ 高齢者支援に関わる人材の育成 

地域で高齢者の相談に応じられるよう人材の育成を推進します。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

大里広域地域

包括支援セン

ター熊谷市連

絡会議 

大里広域地域包括支援センター熊

谷市連絡会議で、自殺に関する熊谷

市の状況や施策について情報提供

を行います。 

 

継続 長寿いきが

い課 

認知症サポー

ター養成講座 

認知症サポーター養成講座を開催

し、地域の認知症への理解を深め、

認知症の方やそのご家族を支える

地域づくりを推進します。 

継続 長寿いきが

い課 

⑶ 高齢者の健康づくり、社会参加及び居場所づくり 

高齢者が健康で自立した生活が送れるよう支援します。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

長寿健診・がん

検診等の受診

勧奨 

長寿健診やがん検診等の受診勧奨

を行います。 

継続 保険年金課 

・熊谷保健

センター 
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各種健康教室 健康増進を図るため、各種健康教室

を開催します。また、健康面で心配

のある高齢者からの相談に応じま

す。必要に応じて関係課・関係機関

等と連携を図りながら支援を行い

ます。 

継続 熊谷保健 

センター 

こころの健康

相談 

こころの健康相談で、認知機能低

下、ひきこもり等が心配な高齢者の

相談に応じ、助言・指導を行います。

必要に応じて関係課・関係機関等と

連携を図りながら支援を行います。 

継続 熊谷保健 

センター 

介護予防体操

「ニャオざね

元気体操」の普

及 

介護予防体操「ニャオざね元気体

操」の普及を推進し、高齢者の健康

づくりや社会参加・地域づくりを推

進します。 

継続 長寿いきが

い課 

シルバー人材

センター推進

事業 

働く意欲のある高齢者の就労を通

じ、その豊かな経験や能力を活かし

た生きがいづくりや社会参加に寄

与するシルバー人材センターを支

援します。 

継続 商工業振興

課 

 

２ 生活困窮者への対策 

【課 題】 

熊谷市の職業別自殺者数（１０ページ図１０）では、失業者、年金・雇用保

険等生活者、その他の無職者の合計の人数が１０７人と全体の人数の半数を超

えています。退職後、年金生活で収入が不安定になっている高齢者などが考え

られます。 

また、同居と独居、有職と無職による年代別自殺者数と自殺死亡率（９ペー

ジ図９）では、自殺死亡率で見ると、男性４０～５９歳、無職者、独居が

３５６．３（人）と一番高く、続いて、男性２０～３９歳、無職者、独居が１

５２．９（人）と２番目に高くなっています。年齢に幅がありますが、無職で
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独居という点で共通しています。社会とのかかわりが希薄になり、家庭も持た

ない中で、相談する同僚や家族もいない状況です。こうした生活困窮者が相談

しやすい環境づくりが必要です。 

【対 応】 

⑴ 生活困窮者自立相談支援事業との庁内連携 

   生活困窮者に対する生活保護受給に次ぐ第２のセーフティネットワーク

として、生活困窮者自立相談支援事業による相談支援を図ります。また、

相談員等の人材育成を実施します。 

 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

生活困窮者自

立相談支援事

業 

自立相談支援員が、生活の困りごと

や不安を抱えている市民の相談窓

口となり、必要に応じて、具体的な

プランを作成し、関係機関と連携を

図りながら支援を行います。 

 

継続 生活福祉課 

住宅確保給付

金 

離職などにより住居を失った方又

は失うおそれの高い方を対象に、原

則３か月間、家賃相当額を支給する

とともに、就労支援等を行い、住居

と就労機会の確保を支援します。 

 

継続 生活福祉課 

生活保護支給

事務 

生活保護の扶助受給等の機会を通

じて当事者や家庭の問題状況を把

握し、必要に応じて適切な支援先に

つなげます。 

 

継続 生活福祉課 

生活困窮者自

立相談支援事

業とこころの

相談の連携 

生活困窮者自立支援相談を利用す

る方に、生きるための支援に関する

関係機関を周知するとともに、ここ

ろの相談事業と連携を図ります。 

継続 生活福祉課 

・熊谷保健

センター 
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⑵ 関係機関との連携 

   生活困窮を抱えた市民が適切な支援を受けられるよう、関係機関相互の

連携を推進します。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

ハローワーク

との連携 

生活保護受給者や生活困窮者の相

談を受ける中で、ハローワークと連

携して就労支援します。 

 

継続 生活福祉課 

・ハローワ

ーク熊谷 

社会福祉協議

会との連携 

既存の制度では対応しきれない制

度のはざまの問題や、生活困窮等の

新たな福祉課題に対応するため、社

会福祉協議会と連携し、必要な相談

支援や経済的な支援を行ないます。 

継続 生活福祉課 

・社会福祉

協議会 

 

 

３ 小規模事業所の労働者及び経営者への対策 

【課 題】 

年代別自殺者数（６ページ図４）を見ると、働き盛りの４０歳代が３４人、

５０歳代が３２人と１、２番を占めています。また、同居と独居、有職と無職

による年代別自殺者数と自殺死亡率（９ページ図９）を見ると、自殺者数で、

男性４０～５９歳、有職者、同居が２５人と２番目に多くなっています。さら

に、職業別自殺者数（１０ページ図１０）を見ると、被雇用人・勤め人が５０

人と一番多くなっています。市内事業所の９６．４％は５０人未満の小規模事

業所です。小規模事業所は、景気の動向に左右されやすいことから、その労働

者は、比較的不安定な環境で勤労しています。また、労働者ばかりでなく、経

営者も苦労しながら経営の維持に努めています。またこれら働き盛りの労働者

及び経営者は、家庭でも大黒柱であり、子育てや学費の負担も大きく、精神的

に追い込まれやすくなっています。 

【対 応】 

⑴ 小規模事業所の労働者への啓発・支援 

支援を必要とする労働者に向けて情報を発信します。 
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取 組 内 容 新規/継続 担当課 

市報を活用し

た啓発 

過重労働や長時間労働に関する諸

問題の対応を行う機関を市報に掲

載します。 

継続 商工業振興

課 

公益通報受付・

相談窓口の設置 

労働者が安心して公益通報したり、

相談できる窓口を設置します。 

継続 商工業振興

課 

⑵ 小規模事業所の経営者への支援 

支援を必要とする経営者等を適切な支援先につなげます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

中小企業融資

あっせん事業 

融資の相談を受ける中で、経営者や

従業員の健康等の情報をキャッチ

し、適切な支援先につなげます。 

継続 商工業振興

課 

⑶ 関係機関との連携 

労働者や経営者を支援するため、関係機関と連携を図っていきます。 

取 組 内 容 新規/継続 担当課 

商工会議所、商

工会との連携 

経営上の様々な課題に関して、各種

専門家に相談できる機会を提供す

ることで、経営者の問題状況を把握

し、その他の問題も含めて支援につ

なげます。 

継続 商工業振興

課・商工会

議所・商工

会 

大里地域勤労

者福祉サービ

スセンターと

の連携 

大里地域勤労者福祉サービスセン

ターと連携し、中小企業の従業員に

生きるための支援の情報を提供し

ます。 

継続 商工業振興

課・大里地

域勤労者福

祉サービス

センター 

小規模事業所

の健康管理支

援 

熊谷地域産業保健センターでは、 

５０人未満の小規模事業所からの

健康管理に関する相談や指導等の

依頼に応じており、その一環とし

て、メンタルヘルスに関する相談や

指導等の依頼にも応じます。 

継続 熊谷地域産

業保健セン

ター（熊谷

市医師会） 
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第６章 熊谷市の自殺対策推進体制 

１ 計画の周知  

  本計画を推進していくために、市民一人一人が自殺対策への重要性を理解

し、取組を行えるよう、市ホームページなど多様な媒体を活用し、本計画を

市民に周知します。 

 

２ 推進体制 

  関係機関や民間団体等で構成する熊谷市自殺予防対策連絡協議会において、

強化を連携し、それぞれの分野で課題を探り、事業を推進します。 

 

３ 進行管理 

  本計画の取組状況や目標値については、事務局である健康づくり課にて進

捗状況の確認及び評価を行い、計画の適切な進行管理に努めます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～表紙の絵について～ 

表紙に描かれているイラストは、旧約聖書「創世記」に登場する「ノアの方

舟」の物語に由来するオリーブの枝をくわえたハトで、平和の象徴とされてい

ます。本計画を策定するに当たり、すべての人が悲しみ、苦しむことなく、平

和に生活してほしいという願いを込めて、採用しました。 
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